
平成30年度　（平成31年3月31日現在）　貸　借　対　照　表

 (単位：百万円)

金 額 金 額

     （資 産 の 部）

40,671 173,329

現 金 0 支 払 備 金 17,171

預 貯 金 40,671 責 任 準 備 金 156,157

147,193 4,058

国 債 29,294 共 同 保 険 借 18

社 債 36,890 再 保 険 借 2,100

株 式 30,611 外 国 再 保 険 借 340

外 国 証 券 41,161 未 払 法 人 税 等 339

そ の 他 の 証 券 9,235 預 り 金 22

906 未 払 金 326

保 険 約 款 貸 付 5 仮 受 金 855

一 般 貸 付 901 資 産 除 去 債 務 55

114 1,989

土 地 17 38

建 物 29 554

その他の有形固定資産 67 4,045

6,427 184,015

ソ フ ト ウ ェ ア 5,974 （純 資 産 の 部）

その他の無形固定資産 453 16,808

11,787 2,814

未 収 保 険 料 107 資 本 準 備 金 2,814

代 理 店 貸 2,879 3,226

共 同 保 険 貸 27 利 益 準 備 金 386

再 保 険 貸 1,406 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,840

外 国 再 保 険 貸 3,673 繰 越 利 益 剰 余 金 ( 2,840 )

未 収 金 1,653 △ 195

未 収 収 益 815 22,654

預 託 金 197 11,256

仮 払 金 1,026 11,256

そ の 他 の 資 産 0

10,856

△ 31
33,910

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計 217,926 負債及び純資産の部合計 217,926

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

繰 延 税 金 資 産
純 資 産 の 部 合 計

利 益 剰 余 金

貸 付 金

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

賞 与 引 当 金

価 格 変 動 準 備 金

無 形 固 定 資 産 負 債 の 部 合 計

資 本 金

そ の 他 資 産 資 本 剰 余 金

有 価 証 券 そ の 他 負 債

科　　       　　目 科　   　　　目

（負 債 の 部）

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金



  1.重要な会計方針に係る事項に関する注記
     (1)有価証券の評価基準および評価方法

① 満期保有目的の債券の評価は、移動平均法に基づく償却原価法により行っております。
　 　 ② その他有価証券で時価のあるもののうち株式ならびに証券投資信託の評価は、決算日前1カ月の

   市場価格等の平均に基づく時価法、それ以外の評価は決算日の市場価格等に基づく時価法により
   行っております。
   なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法に基づい
   ております。
③ その他有価証券のうち時価を把握することが極めて困難と認められるものの評価は、移動平均法

　 　　　    に基づく原価法により行っております。

　　 (2)デリバティブ取引の評価基準および評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法によっております。

　　 (3)有形固定資産の減価償却の方法
　有形固定資産の減価償却は、定率法によっております。ただし、平成10年4月1日以降取得した建物

      　（建物附属設備を除く）および平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については、
　　　　定額法によっております。

　　 (4)無形固定資産の減価償却の方法
     　 　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によってお
        ります。

     (5)外貨建資産等の本邦通貨への換算基準
     　 　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

     (6)貸倒引当金の計上方法
　貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準に基づき、次のとおり計上しております。
破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生してい

 　　　 る債務者に対する債権および実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額 
      　から担保の処分可能見込額および保証による回収が可能と認められる額等を控除し、その残額を引き
 　　　 当てております。
 　     　今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の
     　 処分可能見込額および保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払
     　 　能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てております。上記以外の債権については、過去
        の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を引き当てております。

　また､全ての債権は資産の自己査定基準に基づき､各所轄部署が資産査定を実施し、当該部署から独立
       した総合企画部が査定結果を監査しており､ その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

     (7)退職給付引当金の計上方法
        　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づいて、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

　　　　は、給付算定式基準によっております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

        より費用処理しております。
　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年～12年）によ

　　　  る定額法により翌事業年度から費用処理することとしております。

     (8)賞与引当金の計上方法
        　賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、当事業年度末における支給見込額を基準に計上しており

ます。

     (9)役員退職慰労引当金の計上方法
        　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労引当金規程に基づく期末要支給額を計上してお
    　  ります。



     (10)価格変動準備金の計上方法
        　価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき計
    　  上しております。

 　　(11)消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の

　　    費用は税込方式によっております。
　なお、資産に係る控除対象外消費税等はその他資産（仮払金）に計上し、5年間で均等償却を行って
おります。



  2.金融商品の状況に関する事項
　　　(1)金融商品に対する取組方針
　　　　　当社は、保険引受により保険契約者から収入した保険料を将来の保険金支払原資として安全確実に保管・運
　　　　用することを目的として金融商品を利用した資産運用を行っております。当社が投資を行っている金融商品は、
　　　　金利変動等の市場リスクを負っているため、当該リスクによる不利な影響が生じないように、資産および負債
　　　　の総合的管理（ＡＬＭ）を行っております。

　　　(2)金融商品の内容およびそのリスク
　　　　　当社が保有する主な金融資産は、有価証券および貸付金であります。有価証券は、具体的には、株式、債券、
　　　　投資信託、優先出資証券、組合出資金等であり、将来の保険金支払いを安全確実に行う目的で保有しておりま
　　　　す。これらは、有価証券の発行体や貸付金の相手先の信用リスク、金利の変動リスクおよび市場価格の変動リ
　　　　スクに晒されております。

　　　(3)金融商品に係るリスク管理体制
　　　　　当社は、リスク管理委員会において諮問され、取締役会で決定された方針に基づき、財務部が金融商品取引
　　　　の実務を行っております。
　　　　　また、総合企画部において資産運用リスクについて総合的にモニタリングしており、定期的にリスク管理委
　　　 員会および取締役会へ報告しております。

① 信用リスクの管理

　　　　　　 　当社は、有価証券の発行体の信用リスクに関しては、信用情報や時価の把握を定期的に行い、信用状況に
　　　　　 応じた保有限度を設定し、残高管理をしております。
　　　　　 　貸付金に関しては、財務部において社内規程に従い、個別案件ごとの与信審査、信用情報管理、保証や担
　　　　　 保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
　　　　　 　また、総合企画部において、信用リスクの状況についてモニタリングし、その状況を定期的にリスク管理
　　　　　 委員会および取締役会へ報告しております。

② 市場リスクの管理
　　  　 　当社は、負債特性に応じた収益を獲得すべく、市場リスクを勘案し資産運用を行っております。市場リス
　　  　　 クの状況については、総合企画部において定期的に把握し、社内規程に定める運用基準に適合しない状況が
 　   　　 生じた場合には、速やかにリスク管理委員会へ報告することとしております。
　　　 (a)金利リスクの管理
　　      　 　当社は、金利リスクに関しては、有価証券の残高・含み損益の状況把握に加え、保有債券の金利感応
　　    　　 度分析等により、リスクの把握、管理を行い、定期的にリスク管理委員会および取締役会へ報告してお
　　      　 ります。
　　　   (b)為替リスクの管理
　　      　 　当社は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理し、その評価損益の状況を定期的にＡＬ
　　      　 Ｍ小委員会へ報告しております。
　　　 (c)価格変動リスクの管理
　　      　 　当社は、価格変動リスクに関して、時価の変動を管理しており、定期的にＡＬＭ小委員会へ報告して
　　      　 おります。
　　　　③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

　当社は、資金繰りの状況について、十分な流動性を確保・維持するため、現預金および国内債券を始めと
する流動性の高い有価証券を十分に保有しており、その状況を定期的にリスク管理委員会および取締役会へ
報告しております。

　　　(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含
　　　　まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によっ
　　　　た場合、当該価額が異なることもあります。



  3.金融商品の時価等に関する事項
　 　平成31年3月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。
 　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません((注2)参照のこと）。
　 

　　(*1) 貸付金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。

（注1） 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

　資　産
　　　(1)現金及び預貯金
　　　 　預貯金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
　　　(2)有価証券
　　　 　株式は取引所の価格に、債券、投資信託は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格に、優先
　　　 出資証券は取引金融機関から提示された価格にそれぞれよっております。

　　　 　なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、以下のとおりであります。
　　 ① 売買目的有価証券はありません。

　　 ② 満期保有目的の債券について、当事業年度中に売却したものはありません。また、満期保有目的の債券に

　　 　    おいて、種類ごとの貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については次のとおりであります。

　　 ③ その他有価証券の当事業年度中の売却額は7,026百万円であり、売却益の合計額は894百万円、売却損の
　　　    合計額は41百万円であります。また、その他有価証券において、種類ごとの取得原価または償却原価、
　　　    貸借対照表計上額およびこれらの差額については次のとおりであります。
　　　 

　　  　　上記の表中にある「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。当事業年度において、その他
　　　    有価証券で時価のある株式について291百万円の減損処理を行なっております。
　　　  　　なお時価のある有価証券について時価の簿価に対する下落率が30％以上の銘柄はすべて減損処理を
　　　    行っております。

　 　当事業年度中において、保有目的が変更となった有価証券はありません。

（単位：百万円）

公社債 53,914 52,326 1,587

貸借対照表計上額が 株式 27,664 16,140 11,523

取得原価を超えるも 外国証券 33,282 31,512 1,770

の その他 5,964 5,249 715

小計 120,826 105,229 15,597

公社債 1,494 1,498 △ 4

貸借対照表計上額が 株式 2,217 2,507 △ 290

取得原価を超えない 外国証券 7,879 8,011 △ 132

もの その他 213 249 △ 35

小計 11,803 12,266 △ 462

132,630 117,495 15,134合計

種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預貯金 40,671 40,671 -

(2) 有価証券

満期保有目的の債券 10,776 12,429 1,652

その他有価証券 132,630 132,630 -

(3) 貸付金 906

　　貸倒引当金（＊1） △ 0

905 916 11

184,983 186,647 1,663資産計

（単位：百万円）

公社債 10,776 12,429 1,652

小計 10,776 12,429 1,652

公社債 - - -

小計 - - -

10,776 12,429 1,652

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

合計

種類 貸借対照表計上額 時価 差額

（単位：百万円）

公社債 53,914 52,326 1,587

貸借対照表計上額が 株式 27,664 16,140 11,523

取得原価を超えるも 外国証券 33,282 31,512 1,770

の その他 5,964 5,249 715

小計 120,826 105,229 15,597

公社債 1,494 1,498 △ 4

貸借対照表計上額が 株式 2,217 2,507 △ 290

取得原価を超えない 外国証券 7,879 8,011 △ 132

もの その他 213 249 △ 35

小計 11,803 12,266 △ 462

132,630 117,495 15,134合計

種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預貯金 40,671 40,671 -

(2) 有価証券

満期保有目的の債券 10,776 12,429 1,652

その他有価証券 132,630 132,630 -

(3) 貸付金 906

　　貸倒引当金（＊1） △ 0

905 916 11

184,983 186,647 1,663資産計

（単位：百万円）

公社債 10,776 12,429 1,652

小計 10,776 12,429 1,652

公社債 - - -

小計 - - -

10,776 12,429 1,652

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

合計

種類 貸借対照表計上額 時価 差額



　　　(3)貸付金
    　 　貸付金の時価の算定は、返済までの期間が1年超で固定金利が適用されている貸付ごとに、その将来キャッ
　  　 シュ・フローを残存期間に応じ、国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割引いた
　　　 現在価値により算定しております。
　　　 　また、返済までの期間が1年以内の各貸付については、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額
　　　 によっております。

　デリバティブ取引
　　決算日におけるデリバティブ取引の該当事項はありません。

（注2） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報（注1）の
　　　　「資産(2)有価証券」には含まれておりません。

(*1)非上場株式および組合出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め
　られることから時価開示の対象とはしておりません。

（注3）金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　　

（単位：百万円）

(1) 非上場株式(*1) 730

(2) 組合出資金(*1) 3,057

3,787

区分 貸借対照表計上額

合計

１年以内 １年超 5年超 10年超

5年以内 10年以内

現金及び預貯金 40,671 － － －

有価証券

　満期保有目的の債券

　　国債 － － － 10,000

　その他有価証券のうち

　満期があるもの

　　国債 － 14,300 2,000 1,000

　　社債 4,800 18,800 － 1,800

　　外国証券 7,147 29,167 731 －

貸付金 146 755 － －

52,765 63,022 2,731 12,800合計

（単位：百万円）

(1) 非上場株式(*1) 730

(2) 組合出資金(*1) 3,057

3,787

区分 貸借対照表計上額

合計

（単位：百万円）

１年以内 １年超 5年超 10年超

5年以内 10年以内

現金及び預貯金 40,671 － － －

有価証券

　満期保有目的の債券

　　国債 － － － 10,000

　その他有価証券のうち

　満期があるもの

　　国債 － 14,300 2,000 1,000

　　社債 4,800 18,800 － 1,800

　　外国証券 7,147 29,167 731 －

貸付金 146 755 － －

52,765 63,022 2,731 12,800合計



  4.  (1)貸付金のうち、破綻先債権額および延滞債権額は該当するものはありません。
     　  　なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由に
         より元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金
         (貸倒償却を行った部分を除く。以下｢未収利息不計上貸付金｣という。)のうち、法人税法施行令（昭
　　　　 和40年政令第97号)第96条第1項第3号イからホまで(貸倒引当金勘定への繰入限度額)に掲げる事由ま
         たは同項第4号に規定する事由が生じている貸付金であります。
     　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者の経営再建または
　　　　 支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。
　　　(2)貸付金のうち、3カ月以上延滞債権額は該当するものはありません。
         　なお、3カ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が、約定支払日の翌日から3月以上遅延して
　　　 　いる貸付金で破綻先債権および延滞債権に該当しないものであります。
　　　(3)貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は該当するものはありません。
        　なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、
　　　　利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金で、
　　　　 破綻先債権、延滞債権および3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。
　　　(4)破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額および貸付条件緩和債権額の合計額は該当するも
         のはありません。

　5. 有形固定資産の減価償却累計額は562百万円、圧縮記帳額は68百万円であります。

　6. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務のうち、親会社に対する金銭債権総額は10百万円、金銭債務
     総額は4,335百万円であり、親会社の子会社に対する金銭債権総額は812百万円であり、金銭債務は該当
     ありません。

　7. 繰延税金資産の総額は15,467百万円、繰延税金負債の総額は3,879百万円であります。
     　また、繰延税金資産から評価性引当金として控除した金額は731百万円であります。繰延税金資産の発
     生の主な原因別の内訳は、責任準備金11,483百万円、支払備金1,229百万円、有価証券評価損692百万円、
     退職給付引当金555百万円および貸倒引当金8百万円であります。繰延税金負債は、その他有価証券にか
     かる評価差額金3,877百万円であります。

　8. 親会社株式および関係会社株式は保有しておりません。

　9. 退職給付に関する事項は次のとおりであります。
　　　(1)採用している退職給付制度の概要
　　　 　当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付制度および確定拠出制度を採用しております。
　　　 　退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給します。

　　　(2)確定給付制度
①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 2,408 百万円

 勤務費用 155 百万円

 利息費用 5 百万円

 数理計算上の差異の発生額 21 百万円

 退職給付の支払額 △ 256 百万円

　退職給付債務の期末残高 2,334 百万円

②退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
退職給付債務 2,334 百万円

未積立退職給付債務 2,334 百万円

未認識過去勤務費用 5 百万円

未認識数理計算上の差異 △ 350 百万円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,989 百万円

退職給付引当金 1,989 百万円

③退職給付債務の計算基礎
退職給付見込額の期間配分方法 給付算定式基準

割引率 0.13%

数理計算上の差異の処理年数 10年～12年

未認識過去勤務費用 10年



  10.支払備金・責任準備金に関する事項は次のとおりであります。
　　　(1)支払備金の内訳
     　　支払備金(出再支払備金控除前支払備金(出再支払備金控除前、(ロ)に掲げる保険を除く)          7,892 22,100 百万円

同上にかかる出再支払備金 5,732 百万円

  差引（イ） 16,367 百万円
地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ） 804 百万円

  計（イ+ロ） 17,171 百万円

　　　(2)責任準備金の内訳
普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 96,998 百万円

同上にかかる出再責任準備金 799 百万円

  差引（イ） 96,198 百万円
その他の責任準備金（ロ） 59,959 百万円

  計（イ+ロ） 156,157 百万円

  11.１株当たりの純資産額は、210円82銭であります。
　　　　１株当たりの純資産額の算定上の基礎は次のとおりであります。

普通株式に係る純資産額 33,910 百万円

普通株式の期末発行済株式数から自己株式数を控除した株式数 160,845 千株

  12.金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。



   　 （単位：百万円）

金 額

 経　　　常　　　収　　　益 53,461

50,240
正 味 収 入 保 険 料 47,721
収 入 積 立 保 険 料 1,617
積 立 保 険 料 等 運 用 益 481
責 任 準 備 金 戻 入 額 418
為 替 差 益 1

3,196
利 息 及 び 配 当 金 収 入 2,683
有 価 証 券 売 却 益 894
有 価 証 券 償 還 益 97
為 替 差 益 1
積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替 △ 481

24
そ の 他 の 経 常 収 益 24

経　　　常　　　費　　　用 52,506

43,094
正 味 支 払 保 険 金 29,263
損 害 調 査 費 2,556
諸 手 数 料 及 び 集 金 費 7,117
満 期 返 戻 金 3,518
支 払 備 金 繰 入 額 596
そ の 他 保 険 引 受 費 用 42

332
有 価 証 券 売 却 損 41
有 価 証 券 評 価 損 291

9,067

11
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 0
そ の 他 の 経 常 費 用 10

954

－

196

固 定 資 産 処 分 損 2

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 194

757
1,280

△ 1,038
241
515当 期 純 利 益

 特　　　別　　　利　　　益

 特　　　別　　　損　　　失

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 及 び 住 民 税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計

経 常 利 益

平成30年度　　　　　　　　　　　　　　損益計算書

科　　　　　　　　　　　　　目

保 険 引 受 収 益

資 産 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益

保 険 引 受 費 用

資 産 運 用 費 用

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

そ の 他 経 常 費 用

平成30年4月 1日から

平成31年3月31日まで



1.関係会社に対する取引高のうち、親会社に対する収入総額は2,785百万円、費用総額は274百万円であり、
　親会社の子会社に対する収入総額は10百万円、費用総額は1,219百万円であります。

2.正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。
収入保険料 60,765 百万円
支払再保険料 13,043 百万円
       差引 47,721 百万円

3.正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。
支払保険金 50,677 百万円
回収再保険金 21,413 百万円
       差引 29,263 百万円

4.諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。
支払諸手数料及び集金費 8,972 百万円 
出再保険手数料 1,855 百万円 
       差引 7,117 百万円 

5.支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。
支払備金繰入額（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 4,810 百万円
同上にかかる出再支払備金繰入額 4,141 百万円
       差引（イ） 669 百万円

△ 72 百万円
       計（イ+ロ） 596 百万円

6.責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。
普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） 6,030 百万円
同上にかかる出再責任準備金繰入額 △ 13 百万円
       差引（イ） 6,044 百万円
その他の責任準備金繰入額（ロ） △ 6,462 百万円
       計（イ+ロ） △ 418 百万円

7.利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。
預貯金利息 0 百万円
有価証券利息･配当金 2,666 百万円
貸付金利息 16 百万円
その他利息･配当金 0 百万円
　　　　 計 2,683 百万円

8.損害調査費並びに営業費及び一般管理費として計上した退職給付費用は239百万円であり、その内訳は
　次のとおりであります。

勤務費用 155 百万円
利息費用 5 百万円

43 百万円
△ 2 百万円

38 百万円
　　　　 計 239 百万円

9.当期における法定実効税率は27.9％、税効果会計適用後の法人税等の負担率は31.9％であり、その差異の
　主要な内訳は、受取配当金の益金不算入△12.2％、住民税均等割による除外額7.6%、評価性引当額の増減
　8.1%、交際費等損金不算入0.3％であります。

10.１株当たりの当期純利益は3円20銭であります。
　 　算定上の基礎である当期純利益は515百万円、普通株主に帰属しないものは該当がなく、普通株式に
　 係る当期純利益は515百万円、普通株式の期中平均株式数は160,845千株であります。

地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額（ロ）

数理計算上の差異の費用処理額
過去勤務費用の費用処理額
確定拠出年金への掛金拠出額



11.関連当事者との取引

 (1)親会社

（注）1. セコム株式会社は、東京証券取引所（市場第一部）に上場しております。

 (2)親会社の子会社

12.金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

（注）1. 取引条件及び取引条件の決定方針等に関しましては一般取引条件と同様に決定しております。

　    2. 当社は、上記関連当事者の議決権を所有しておりません。

      2. 当社は、セコム株式会社から普通保険約款に従い保険契約を引き受けているほか、代理店委託
 　　　  契約書に基づき同社に保険販売を委託しております。

      3. 経営上の重要な契約等

  　　　 セコム株式会社との間で、同社が、当社の純資産額が一定水準を下回った場合、または債務の
　  　　 支払いに必要な流動資産が不足した場合に、当社に対して資金を提供すること等を約した純資
　　  　 産維持に関する契約を締結しております。
　　　   なお、本契約は同社が当社の債務支払いに関して保証を行うものではありません。

（注）1. 当社は投融資運用基準等に従い、セコム医療システム株式会社に事業資金を貸し付けており
　　　　 ます。

　    2. 貸付金利は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
　    3. 当社は、上記関連当事者の議決権を所有しておりません。

資 本 金 事 業 の

会 社 等 住 所 又 は 内 容 又 取 引 の 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

の 名 称 出 資 金 は 職 業 内 容 ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 )

(百万円)

セコム医療シス 東京都

テ ム 株 式 会 社 渋谷区
貸付金 812

100
(セコム㈱

　全額出資）

在宅医療事
業等

利息収入 10

資 本 金 事 業 の

会 社 等 住 所 又 は 内 容 又 取 引 の 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

の 名 称 出 資 金 は 職 業 内 容 ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 )

(百万円)

東京都

渋谷区
－

システムの
運営・保守等

1,219

システムの
開発及び取得

3,329

－
セコムトラストシ
ステムズ株式会社

1,468
(セコム㈱

　全額出資）

情報通信事業
等


